
健康諸表を活用した 

健康経営度の測定について 

 

 
厚生労働省が推進する 

「スマートライフプロ 

ジェクト」の「平成 

24年度第1回健康 

寿命をのばそう 
アワード」で受賞。 

平成29年5月31日 第4回協会けんぽ調査研究フォーラム 

全国健康保険協会栃木支部  
支部長 栗田 昭治 



加入者…全国で3,800万人 

加入事業所の約８割が、 

従業員10人未満の中小企業 

全国健康保険協会の現状 

日本最大の保険者 

そして、中小規模な企業ほど… 
・従業員への健康投資が浸透していない 
・健康経営の知識やノウハウが十分でない 
・病休者が出た時の、事業への影響が大きい 

だから、 

自社の健康保険組合である協
会けんぽの活用が必要 
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栃木県の健康課題 

栃木県は、脳梗塞・脳内出血・くも膜下出血から
なる脳卒中の多発県 

男性の死亡率全国ワースト５位！ 

さらに、女性は全国ワースト２位！ 

（2014年） 

栃木県は「海なし県」であり、長期保存するため塩漬けにした
魚を食べてきたという食の伝統がある。 

「塩」が好きな県民性 

地域的な背景として… 

（2014年） 
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「生活習慣病予防健診」を受けた被保険者の方で、健診の結果、
生活習慣病のリスクが高いと判定された方の割合が、全国平均を
大きく上回っている。（平成27年度データ） 

！ 

栃木支部加入者の健康度 

健康診断によるリスクの早期発見が必要 
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  （上位目標）健康経営の普及啓発を推進し、健診受診率向上、保健指導の徹底によりメタボリックシンド 
          ローム該当者および予備軍該当者を25％減らす。 
 
   
  （下位目標） 1.健康経営の考え方を広く浸透させることで、各事業所が抱える健康課題について事業主・ 
           担当者が認識し対策を図る事業所を増加させる。 
           
  
  （主な具体策） 
          1.健康格付型バランスシートを活用した未受診者勧奨、健康課題解決への提案を目的にし 
           た事業所訪問。 
           
          2.経済団体と連携した健康経営普及の働きかけ。 
 
          3.介入事業所へのアンケート実施。 
 
          4.健康づくり賛同事業所の表彰制度の検討・導入 
           2016年創設の健康経営優良法人認定制度を活用 
 
          5.金融機関と連携し、健康経営事業所へ新たな付加価値を提案。 
 
 
          

データヘルス計画（平成27年度3ヵ年計画） 
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Ｈ26.9.3設立 健康長寿とちぎづくり推進県民会議 →会員80団体：栃木県、県内26市町、他関連団体 

           H26.4.1 健康長寿とちぎづくり推進条例 

県 民 運 動 

協会けんぽ 

経済５団体 

足利銀行 

事業主 

家族 

従業員 

事業所 

※1 H26.3.18 
重症化予防に関する覚書 

H26.3.25 
健康経営の 
普及に関する覚書 

H27.9.16 
健康経営の 
普及に関する覚書 

県社会保険
労務士会 

栃木県 

県薬剤師会※3 

県医師会※1 

県歯科医師会※2 

医療提供者 
（県四師会） 

※2 H26.10.23 

県民の健康づくりの推進に向けた相互連携
に関する覚書 

※3 H27.1.9 

県民の健康づくりの推進に向けた相互連携
に関する覚書 

県看護協会※4 

※4 H27.10.20 

県民の健康づくりの推進に向けた相互連携
に関する覚書 

協会けんぽ栃木支部におけるコラボヘルス展開図 厚生労働省 

栃木労働局 
（各労働基準監督署） 

H28.6.30 

事業所の健康づくりの推進のため
の相互連携に関する覚書 

定期健康診断データの 
協会けんぽへの提供促進 

H27.10.15 
健康長寿とちぎづくり（健康経営） 
連携協定 

健康保険組合 
連合会 

栃木連合会 
H29.2.1 
健康経営の 
普及に関する協定 

東京海上 
日動火災 

H29.3.9 
包括連携協定 

・健康格付型 
 ﾊﾞﾗﾝｽｼｰﾄ提供 
・とちぎ健康経営  
 宣言 

H29.3.9 
健康経営の 
普及に関する覚書 

重点プロジェクト ・脳卒中啓発 
              ・身体を動かそう 
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健康経営普及によるデータヘルス計画実践の流れ 

25年3月 

 厚生労働省スマートライフプロジェクト 第1回健康寿命をのばそうアワード 団体部門健康局長優良賞受賞 
 
 
 
 ※企業部門健康局長優良賞 日本政策投資銀行 「ＤＢＪ健康経営（ヘルスマネジメント）格付」 
  
 
  ⇒ 中小企業バージョンの健康経営格付が必要 
  ⇒ 事業主の理解⇒見える化⇒「健康格付型バランスシート」独自開発（26年11月から使用） 

26年3月    県内経済5団体と「健康経営の普及を目指した相互連携に関する覚書（以下「健康経営連携覚書」）締結 

26年7月    
全国健康保険協会栃木県大会（県内統一総決起集会） 特別講演「健康経営について」 
ヘルスケア・コミッティー株式会社 代表取締役 東京大学医学部 特任助教（当時） 古井祐司 先生 

27年4月  第1期データヘルス計画策定 

 平成27年度パイロット事業 「経済団体とコラボした事業所への健康経営の普及推進プロジェクト」 

27年9月   県社会保険労務士会と「健康経営連携覚書」締結 

27年10月   
栃木県・足利銀行との健康経営推進の連携協定締結 
⇒ 足利銀行が健康格付型「健康経営サポートローン」創設 
 

健康づくり事業の方向性に国からのお墨付きGET。誇りと責任。 

大きなヒント。データヘルス計画の方向性 

経済界と連携 

理論武装・入魂 

目指せ全国モデル！ 

専門家のアドバイス 

県との連携 

地元金融機関との連携 

健康諸表第１弾！ 
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28年2月    

宇都宮市地域・職域連携推進協議会主催「健康経営セミナー」 
  
演目「会社を元気にする！従業員の健康管理～一歩を踏み出した事例を踏まえて」 
東京大学政策ビジョン研究センター 特任助教 古井祐司 先生 
 

 平成28年度パイロット事業  「健康経営（全国展開）シンジケート団の組成」による健康宣言モデルの検討 
 
 
 
 
 

28年6月   栃木労働局と「事業所の健康づくりの推進のための相互連携に関する覚書」 

28年11月  

  
 「とちぎ健康経営宣言モデル」 試行 
 
（これまでの「健康職場づくり事業」「職場体操事業」を統合） 

29年2月   健康保険組合連合会栃木連合会と「健康経営連携覚書」締結 

29年3月   
東京海上日動火災株式会社栃木支店と「健康経営連携覚書」締結 
 （当日事前に東京海上日動火災と栃木県との間で健康経営普及を包含する「地域創生にかかる包括連携協定」締結） 
 

29年度～   
経済団体と本格コラボ～「とちぎ健康経営宣言」号砲鳴る。 
 

垣根を越えて～地域・職域の連携 

国との連携 

垣根を越えて～保険者間の連携 

目指せ全国モデル！ 
経産省認定制度も見据えた健康宣言事業モデル策定。 
「ＰＬ型健康度判定表」開発 

健康諸表第２弾！ 

ボーダレス～医療費適正化に大企業との連携 

健康諸表を活用した健康経営度測定 
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商工会議所との連携 

鹿沼商工会議所との連携
で、商工会議所の会員で
ある事業所に「とちぎ健康
経営宣言」と「健康経営優
良法人認定制度2017追
加募集」の案内を実施。 

裏面は 
健康宣言用紙 
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受
診
率
（％
） 

実
施
率
（％
） 

特定健診 
（40～74歳の生活習慣病予防健診を含む） 

特定保健指導 
（積極的支援＋動機付け支援） 

健診・特定保健指導の実施率 

対
象
者
数
（栃
木
・人
） 

29年度国目標（実施率） 

対象者数 
29年度国目標 

25年度        26年度         27年度 

乖
離
幅 

乖
離
幅 
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データ提供同意事業所数の推移（H25～H28)  

H28.1～H28.6 

事業所訪問し、健康経営を説明。
314社から同意書を取得。 

年度ごとの推移 平成28年度 

（月） 

【 前年度比 ： 7月以降 】 

H27 ：    236社 
H28 ： 1,217社 
  ※ 5.16倍  

覚書締結後 H28.6.30 

栃木労働局と
覚書を締結 
栃木労働局と事業所の
健康づくりの推進のため
の相互連携に関する覚
書を締結 
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従業員の健康づくりには、 
事業主の関わりが必須！ 

加入事業所の健康度を「見える化」するツールを独自開発。 

財務諸表になぞらえ、「健康諸表 」として活用開始。 

事業主の関心を惹きつけるにはどうすれば良いか？ 

健康経営の実践 

※ 

※商標登録出願中 
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健康経営推進評価ツール構成 

健康諸表 
（財務諸表） 

Ｐ
Ｌ
型
健
康
度
判
定
表

 

健
康
格
付
型
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト

 

 
 
 
・

 

 
 
 
・
 

 

 
 
 
・

 

事
業
所
カ
ル
テ

 

貸
借
対
照
表

 

損
益
計
算
書

 

健康宣言 

見える化 

健康経営優良法人 
認定制度 

経
産
省
認
定
基
準
を
中
に
組
み
込
み

 

商標登録申請中 

商標登録済 商標登録申請中 

ヘ
ル
ス
ケ
ア
通
信
簿

 

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
計
算
書
等 

必
要
に
応
じ
て 

商標登録済 
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バランスシート 
ﾍﾙｽｹｱ通信簿 

PL型健康度判定表 
ﾍﾙｽｹｱ通信簿 

PL型健康度判定表 
ﾍﾙｽｹｱ通信簿 

健康宣言 健康経営 
優良法人 
認定 

年単位のＰＤＣＡサイクル（3段階） 

認定事業所 
↑ 

宣言事業所 
↑ 

未宣言事業所 

Rank Up! 

「健康諸表」を活用した「見える化」推進による 
健康経営・健康宣言普及の流れ 

（3段階） 

年単位のＰＤＣＡサイクル 
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健康格付型バランスシート ＨＣＳヘルシーズ（1枚目） 

事業所全体の健康度を見える化したツール 

全国健康保険協会栃木支部 
平成29年5月31日 
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健診受診率 
血圧・血糖・脂質の正常者率 
重症化予防受診率 
特定保健指導開始者の率 
                …等 

健康資産 

健康負債 

特定保健指導対象者の率 
医療費 
喫煙者の率 
                …等 

同じ業態の事業所平均値も表示することで、事業所の健康課題を見つけることが出来る。 

全国健康保険協会栃木支部 
平成29年5月31日 

健康格付型バランスシート ＨＣＳヘルシーズ（2枚目） 
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「損益計算書」スタイルで、事業所の「健康度」を見える化したツール。 
バランスシートの内容に加え、1年間の「健康経営への取組み効果」を 
数値化して評価する。 

作成年月日：  平成29年5月31日 

健康格付型バランスシート 

健康経営優良法人認定基準 

ＰＬ型健康度判定表 
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「ＰＬ型健康度判定表」は、「健康経営優良法人認定制度」申請の参考として活用するのに
加え、今後、金融機関等が健康経営インセンティブ商品の開発を行う際の優遇幅等の評価
基準としての活用をはかる。 

○ 優遇の条件（①②いずれも満たす） 
  ①従業員の健康に配慮した取組み 
   を行っている。 
  ②健康格付型バランスシートに 
   おける格付において「Ｓ」「Ａ」「Ｂ」 
   が付与されている。 
 
○ 格付に応じて、貸出金利を最大で 
  年１％優遇する。 
  健康経営への取組具合に応じ、 
  手数料を無料とする。 
 
○ 融資金額 １億円以内 
○ 融資期間 ５年以内 

「健康長寿とちぎづくり（健康経営）連携協
定」締結式の様子（平成27年10月15日） 

左：協会けんぽ栃木支部 栗田支部長 
中：栃木県 福田知事 
右：足利銀行 松下頭取 

健康諸表の活用 

◆健康格付型バランスシート活用例◆ 

栃木県・足利銀行・栃木支部の三者協定
に基づく健康経営支援商品 
「健康経営応援ローン」の概要 
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2 
「健康格付型バランスシート」を参考に、協会けんぽから健康保険委員を通じアドバイスやご提

案をさせていただき、取り組み内容を決定します。 

3 協会けんぽ栃木支部に、「健康経営宣言の応募用紙」を提出します。 

1 
先ずは現状をチェック！ 

事業所様の健康度を見える化できる「健康格付型バランスシート」をご申請ください。 

健康経営の進め方 
健康経営優良法人（中小規模法人部門）申請の流れ 

4 協会けんぽ栃木支部から「健康経営宣言証」をお送りいたします。 

社内の目立つところに掲示してください。 

 職場の「健康づくりご担当者様」を 
 ご登録ください。 
 健康保険委員として委嘱いたします。 
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6 「Ｐ/Ｌ型健康度判定表」を使用し、自社の取組状況が認定条件に達しているか確認
を行います。 

7 
6の確認の結果、十分に取り組めていると判断した場合には、健康経営優良法人の申請書に適
合状況を記載し、必要書類を添付の上、協会けんぽ栃木支部に提出します。 

8 
提出された申請書は協会けんぽにおいて取りまとめ、協会けんぽから日本健康経営優良
法人認定委員会へ提出します。同委員会で審査・認定が行われます。 

5 
健康経営宣言での宣言項目を中心に、認定制度の評価項目に掲げる健康づくりに取り
組みます。 

条件に達していない場合 条件を満たした場合 

見直しを行い、 
再取組します 
※健康経営の 
PDCAサイクル 
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健康経営 
優良法人認定 

10社 

健康格付型バランスシート普及状況 

27年度 
協会けんぽパイロット事業 
「経済団体と連携した 
健康経営普及事業」 

 28年度（Ｈ29.3.31現在） 
 協会けんぽパイロット事業 
 「健康経営（全国展開） 
 シンジケート団 
 【THOCS（トークス）】 
 の組成」 

29年度 
健康宣言事業の 
本格的実施 

D 
48  

D 
556  

D 
550  

C 
6  

C 
38  

C 
40  

B 
63  

B 
178  

B 

220  

S/A 

270  

S/A 
476  

S/A 

690  

387社 

1,248社 

目標
1,500社 

健康宣言 

200社 

健康経営優良
法人認定申請 

20社 

ラ
ン
ク
ア
ッ
プ 
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栃木支部における健康経営優良法人認定申請の状況 

1.健康宣言受付状況（H29.5.24現在） 

健康宣言済 
事業所数 

経産省健康経営優良法人認定制度 

申請事業所数 認定事業所数 

27 
5 2 第1回 

－ － 追加募集 

案内 
区分 

バランス
シート申
し込み 

健康保険委員の
委嘱 

H25～26年度バ

ランスシートの格
付 

被保険者数※ 送付件数 
健康宣言 
受付数 

訪問（予定）事
業所数 

① 有り 有り S、A 1人以上 148 7 2 

② 有り 無し S、A 1人以上 205 3 1 

③ 有り 有り B、C、D 1人以上 53 2 1 

④ 有り 無し B、C、D 1人以上 111 1 1 

⑤ 無し 有り － 50人以上 126 1 0 

⑥ 無し 無し － 50人以上 203 0 0 

案内なし － － － － － 13 0 

計 846 27 5 

2.H28健康経営優良法人追加募集の案内状況（H29.4.28発送） H29.5.24現在 

※認定申請締切り時点の事業所数（5） 
 全て中小規模事業所部門 

※業態区分ごとに、中小規模法人部門の対象となる事業所を抽出 
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健康経営優良法人2017 
追加募集案内 

 生活習慣病予防健診案内（Ｈ29年度） 

「見える化」 広報媒体実例 
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とちぎ健康経営宣言 応募用紙 とちぎ健康経営宣言証（見本） 
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